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1 はじめに
本論文の目的は，中高年ホームレス経験者の，以前の職場における企業内教育・訓練の有無と，
ホームレス経験との関係を調査することである。我が国のホームレス問題は，バブル崩壊後の産
業構造の転換に起因するものとされている。とりわけ， 1960年代から建設産業が多用してきた
日雇労働者の失業と大きく関わるものと説明されてきた。そのため，我が国のホームレスは中高
年が多く，それにもかかわらずホームレスの自立支援政策は就労重視のものになりがちであり，
中高年ホームレスでもある程度参加しやすい職場を考えることが，今後の課題になると予想され
る。一方，近年では，ホームレスという状態のみに着目せず，ワーキングプア等も含めた貧困に
陥るプロセスそのものを研究することが一般的になりつつある。ホームレスもワーキングプアも，
経済状況や，学歴，初職や雇用形態，人間関係，健康状態など，様々な要因が複合的に絡み合っ
て発生する問題であるからである。いわゆる社会的排除の研究では，上述のような産業構造の転
換だけではなく，派遣などの雇用形態にみられる雇用期間の短さや，それに起因する企業内教育・
訓練すなわち人的資本蓄積のないことが，排除の要因となっていることが明らかにされている。
しかしながら，ホームレス状態にまで陥ってしまうことと，企業内教育・訓練を受けていたか否
かの関連性については未だ明らかになっていない。そこで，本論文では，ホームレス経験者の支
(1) 本論文は，公益財団法人日本生命財団 2015年度高齢社会助成・実践的研究助成・若手実践的研究
「中高年生活困窮層支援に取り組む労働統合型社会的企業の実践に関する研究J(研究代表・熊倉ゆりえ)
の研究成果の一部である。路上生活経験者に関するデータは，特定非営利活動法人さんきゅうハウスお
よび特定非営利活動法人ホームレス資料センター理事長・安江鈴子氏から，アンケート調査の協力を得
た。また，インターネット調査に関しでは，マイボイスを使用してデータの収集を行った。アンケート
調査にご協力頂いた，さんきゅうハウス，安江氏および当研究プロジェクトの研究分担者である志波早
苗氏(生活サポート生協・東京〉に，お礼申し上げる。
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援をしている団体や個人の協力を得て，ホームレス経験者の以前の職場における企業内教育・訓
練の状況について調査した。また，ホームレス緩験者のみを調査対象とすることによるデータの
偏りを防ぐため，その他の人々に対してもインターネット調査を実施した。
結果として，学歴や初職の雇用形態がホームレス経験の要因となるという先行研究のデータと
の整合性はとれたものの，企業内教育・訓練は，ホームレス経験の要因とは関連性が見られなかっ
~. 
，~。
2 先行研究
2.1 研究の背景:ホームレス支援政策の変遷
2.1. 1 ホームレスの自立支援政策のはじまり
我が国においてホームレスが社会問題化したのは 1990年代に入ってからであると言われるω。
2000年 12月の厚生労働省による『社会的援護を要する人びとに対する社会福祉のあり方に関す
る検討会報告書」は，ホームレスを含む脆弱層に対する支援には，金銭やサービスの給付だけで
はなく，情報提供，問題の発見把握，相談体制などを通じた社会的つながりの確立が必要である
ことを指摘し，すべての人を社会の構成員として包み支えあう社会的包摂の考えに基づく政策の
必要性を示唆した。同時に， 2002年 l月の厚生労働省による「低。所得者の新たな生活支援シス
テム検討プロジェクト報告書」では，就業を軸とする自立支援の重要性も示された。これら 2つ
の提言ωを受け，母子世帯，ホームレス生活者，若者，生活保護受給者，障がい者といった脆弱
層に対する「自立支援」としサ共通の用語を冠した一連の政策が実施されていくこととなった。
ホームレス問題に対しては， 2002年に摘行された「ホームレスの自立支援等に関する特別措置
法」により，自立支援センター，緊急一時保護，巡廻相談員などの自立支援策がとられた。ここ
でのホームレスに関する問題は大きく分けて2つの側面がある。第一に，物理的な野宿者の存在
があり，その数そのものを減らす必要があったことである。ホームレスの人々の人数は， 2003 
年時点で 25，000人だったものが 2013年には約8，000人になったことから， 2002年の自立支援法
は概して一定程度の効果を上げたものと評価されている(阿部2009;134，白波瀬2015;107など)。
一方，第こには，野宿者が「健康で文化的な生活」を送ることができるように支援する必要性で
ある。これに関しては，次節に述べるように様々な課題が未だに山積している。 2002年の自立
支援法に基づく支援政策は，就労による経済的自立に向けた支援，すなわち，自己責任において
経済生活を営めるように支援することが最重視された(福原 2012;255)。このことの背景には，
(2 ) ただし，それ以前から公園等で路上生活をしている人々は存在し，それらの人々に対して 1980年代
から支援活動をしている人々があったことも付言しておく必要があろう。それらの事例については，西
村・書中 (2010)等を参照されたい。
(3 ) 福原 (2012)によれば，これら 2つの提言はそれぞれ，①欧州の社会的包摂の考え方や，労働市場以
外の社会関係の回復等も重視する「社会的アクティベーション」と，②英米独などの就業優先策や，就
労または就労支援措置の参加を拒む福祉受給者に何かしらかの制裁措置をともなう「ワークフェア」政
策という性格をもっていた(福原2012;252， 253)。
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2003年の厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査」があった。ホームレスの人々は中
高年であっても，求職率や就職意欲が高いことや，ホームレス状態にありながら就労している人
の割合が6-8割と高いことから，就労支援が十分であればかなりの部分は経済的にも自立でき
る可能性が高いと判断されたのであった(鈴木2007;61)。
2.1.2 2002年の自立支接法の課題
2002年の法律に基づく自立支援の不十分さは，次のように指摘されている。第一に，住居支
援が不十分である，というものである。第二に，従来の自立支援事業でカバーされない人々の存
在がある。いずれも，ホームレスの自立支援において，就労を重視するアクティベーション政策
がとられたことに起因するものと考えられる。
第一の点について，何よりも先に住居提供を重視する「ハウジング・ファースト」アプローチ
が，ホームレスの人々の自立支援で近年注目されるようになった(白波瀬2015;107-109)。東京
都は，後にも述べるように 2004-2009年度にかけて「ホームレス(公園等生活者)地域生活移
行支援事業」を実施した。これにより，約2，000人のホームレスの人々に対し，就労支援と同時
に住居を確保し，生活保護も受けられるような支援が行われた(ハウジング・ファースト研究会
2013)。ホームレスの人々が生活保護を受ける場合，その住居は「施設(救護施設や更生施設)J
と「住宅」に分類されるが， 1施設」の場合には障がいをもっ人々が優先され，入退所の回転率
が悪いという問題を抱えている(白波瀬2015;11)。一方， 1住宅」の場合には，無料低額宿泊
所や低廉狭小のアパート，簡易宿泊所を転用したアパートが受け皿となっているが，居住環境は
悪く，中高齢単身者の基準でみると 4分の 3以上が最低居住水準以下の住宅に居住しているとさ
れる(白波瀬2015;1，鈴木2009;161)。
第二の点について，法施行から約5年経過した時点における自立支援センターの課題を，鈴木
は以下のように指摘している。すなわち，①支援を得てすぐに就労自立する「優等生層」が尽き
つつあること，②ホームレスの人々が高齢化していることに起因し，健康問題の深刻化や就労意
欲の減退がみられること，③そもそも自立支援を拒むホームレスが増加していることである。③
について，現在の就労からの収入と，自立支援センタ一入所後の就労によって得られると期待で
きる収入を比較し，ある程度合理的に，自立支援センターに入所しないという選択をしていると
いう。さらに，支援事業でカバーできていないホームレスの人々も，その多くは廃品回収等の仕
事に従事してはいるが，健康状態が悪いものほと‘賃金率が低い労働につき，長い労働時聞を強い
られていることが指摘されている(鈴木2007;61， 62， 72)。いかに就労を安定的に持続させられ
るかは，自立支援センターによるアフターフォロー(生活相談等を縦続して受ける)の有無に起
因するため，アフターフォロ一事業にも公的な補助金があることが望ましいとされる(鈴木
2009; 161-169)。また，自立支援事業を経てもなお路上生活に戻ってしまう人々の存在もある。
自立支援センタ一利用経験者で「再路上者」となってしまっている人々の年齢層は， 55-59歳
が最も多く，就労や生活保護の受給をする前に自主的に退所している者が少なくなL、。再度の入
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所を希望する者は少なく，その理由は， r集団生活〈人間関係)が嫌である・不安であるJ18%， 
rc高齢などの理由により)どうせ仕事がなL、J15%， r今住んでいる場所や仕事がなくなるJ12 
%となっている。このことは，とりわけ支援を受けられる人間関係等の少ない人々や健康状態の
悪い人々にとって，路上生活での「寝る場所」や「資材」を失うことが，彼らの生死にかかわり
かねない大きな損失になることを示している。そこで，路上生活からの脱却や就労等の自立支援
だけではなく，路上生活のままでいることを支援する政策の必要性まで指摘されている(阿部
2009; 136-138， 142， 143)。
このようにホームレス状態に特有の支援の可能性も指摘されている。それにもかかわらず，
2015年の生活困窮者自立支援法では，ホームレスに限定されない脆弱層をいっしょくたに捉え
ている。そのため， 2002年の自立支援法に対して投げかけられた諸課題は，解決されないまま
現在にいたっていると言えよう。
2.2 ホームレス状態に陥る要因に関する研究
2.2.1 要因分析のパターン
ホームレス状態に陥ってしまう要因の分析パターンには，構造論的アプローチと行動論的アプ
ローチがある。前者は，ある種の構造的な要因が，ある種の人々をホームレス状態におとしめて
いる，というものであり，後者はホームレス集団のある種の文化が，人々をホームレス状態に留
めていると考えるものである。ただし，これらの要因は，相互に絡み合っているものである。園
部は，構造的要因(経済状況，住宅や生活保護等の福祉政策の現状等)・関係的要因(家族や親
族関係の変化等〉・個人的要因(健康状態，ギャンブルや酒におぼれやすい等の個人の性向に起
悶する要因)を，総合的に検討するべきであると指摘している(闘部 1996;60， 61)。ここで，我
が国におけるホームレスに状態に陥る要因分析の特徴を示すため，海外の研究にも多少触れてお
きたL、。イギリス・アメリカ・カナダ等では，ホームレス状態に陥る要因分析の際に，構造的要
因よりはむしろ，個人的要因を用いる ζとが多い。例えば，性別，民族的マイノリティ，学歴，
精神疾患，人間関係の崩壊，アルコールや薬物の問題を抱えているか否か，刑余者か否か等であ
る。特に，男性・精神疾患・アルコールや薬物の問題が，ホームレス状態に陥ることだけでなく
ホームレス生活を長期化させる要因として挙げられている cv.Stergiopu1os and N. Herrmann 
2003，1. C. Phe1an and B. G. Link 1999など)。
2.2.2 我が固のホームレスを生む要因
我が国では，構造的要因に関する検討が比較的重視されている。我が国では，ホームレスの人々
の多くが中高年男性であることが特徴である(約半数は 50代，約3割は 60代)(九 2000年時点
(4) 他方，北米や英国では，ホームレス人口における中高年層はそれほど多くないとされてきた。ただし，
近年ではその数が増加しているとも言われており，ホームレス人口の概ね 14-30%程度と推計されて
いる (V.Stergiopoulos and N. Herrmann 2003; 375)。
(233 ) ホームレス経験者の特性と職場環境等に関する研究 9 
の完全失業者の年齢別分布では各年齢層にそれほどの差がないことから，失業者集団全体からホー
ムレスが生まれているわけではなく，中高年男性の失業と何らかの関連があると言えるのである
(岩田 2004)。これらの人々に共通するのは，学歴が義務教育までの学歴程度であること，未婚
率が高いことが挙げられる。加えて，就業状況に関する特徴は以下のようである。第一に，野宿
にいたるまでの最長職は，生産工程や建設などの技能工が約 4-5割と最も多L、。しかし，野宿
直前の職では，閉じ建設の不熟練職種である土木作業や雑役が約4-7割近くに増える。従業上
の地位について，最長職では 5割程度が常用雇用者であり，野宿直前に日雇労働に従事した人が
4-7割と多い。こうした人々が 1990年代からホームレス状態に陥ったことの背景には，技術革
新による熟練労働者の需要縮小が挙げられる。特に建設業界に多くの日雇労働者を提供していた，
いわゆる「寄せ場」は，不安的な就業形態を最長職としてきた人々を囲い込み， 1過剰労働力の
プールとして社会につなぎとめる装置として機能してきた」が，建設業界の技術革新や合理化に
よってこの機能が崩壊した，という構造的要因が大きいと考えられているのである(岩田 2004，
大倉 2005)。したがって，我が国のホームレスの問題は，経済状況の変化と不安定就業の問題と
して議論が始まったものと言える。
2.3 ホームレス状態に限定しない研究
2.3.1 社会的排除への着目
構造的要因・文化的要因・個人的要因の相互作用に焦点を当てることは， 1ホームレス」とい
う概念の定義にも関わり重要である。我が国では近年「ネットカフェ難民」という言葉に象徴さ
れるように， 日夜路上で生活しているわけではないが，適切な住居を得られないでいる人々の存
在が問題となっている。これらの人々は，上述のような産業構造等の転換を背景とした「従来の
ホームレス」とは異なるが，適切な生活環境や福祉制度にアクセスできていないという点で共通
する問題を苧んでいる。「ホームレス=住む場所がない」ことの定義自体が難しくなり，様々な
側面で「排除されている」複雑な現状を検討する必要が出てくる∞。また，岩田は，ホームレス
とワーキングプアは同じ連続線上にあるωとし，複合的な不利を鑑み， 1排除」はプロセスによっ
て理解されるべきであるとしている(岩田 2010;12)。このプロセスは，以下の 3類型に分類で
きる。すなわち，第 l類型「生まれっきの本人の持つ「生きづらさJ (発達・知的障害，精神障
害など)，第2類型「家庭環境の問題J(子ども期の貧困，児童虐待，親の精神疾患，親の自殺)，
(5 ) 湯浅は，貧困状態に至る背景には「五重の排除」があるとしている。すなわち，①教育課程からの排
除(親の貧困等)，②企業福祉からの排除(失業・ワーキングプア状態)，③家族福祉からの排除(頼れ
る親・子どもがいない)，④公的福祉からの排除〔生活保護からの排除)，⑤自分自身からの排除(生き
る意味の喪失・自己否定)である。そして，これらの排除に陥らないためには，金銭的貯蓄だけではな
し家族や友人といった人間関係・学歴やスキル・自信や自尊心などの「溜めJが必要であるとしてい
る(湯浅2008)。
(6 ) 例えば，中高年ホームレスでも，朝早くから仕事を探しに出かける等，特に路上生活を始めたばかり
の頃は，路上生活を脱却するための努力を重ねている。しかし，何度も就職に失敗すると意欲を喪失し，
引きこもったり，制度や援助にも背を向けて，長期の路上生活を選択してしまうようになることが少な
くない(岩田 2010;13)。
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第3類型「学校や職場の環境の問題J(学校でのいじめ，劣悪な職場環境，不安定職，家族環境)
である(社会的排除リスク調査チーム 2012)。本論文では，第3類裂のうち職場環境や不安定戦
に着目し，それらと社会的排除の関係についてみてL、く。
2.3.2 不安定就業と社会的排除
当然のことのようであるが，非正規型雇用関係は，企業側に有利であり，企業が提供する福祉
への包摂の程度も低く，野宿生活に陥る等の可能性が高いことが指摘される(大倉2005)。ワー
キングプアの典型とも言える派遣労働者の生活と求職行動に関する調査を行った久米らも，最終
学歴後の就業状態に関して，正社員が相対的に有利であることを指摘している。一方，派遣労働
やアルバイト・パートで就職した人々は，社会的排除の指標として用いられた7つの指標ωすべ
てにおいて排除率が高い。着目すべきは，派遣労働等の非正規雇用が相対的に不利になるととの
要因は，雇用形態にあるのではないことである。むしろ，雇用期聞の短さが原因であり，これに
より社会保険が適用されない等の制度からの排除を受けている。また，正社員の場合は「企業か
らの教育訓練を受けて能力開発する機会があるため，見通しと自信を持って，その後の職業生活
を過ごしている」としている。つまり，失業を免れるためにとにかく職に就こうと考えて，新卒
時に非正社員で就職したは良いが，制度から排除されたり，仕事を通じた能力開発の機会に恵ま
れなかったことが，社会的排除の要因になっているというのである(久米・大竹・奥平・鶴2010)。
2.4 先行研究に残された課題
これまで，ホームレスの自立支援に関する政策およびホームレス状態に陥る要因に関する研究
動向をみてきた。 2002年から開始されたホームレスへの支援政策により，自立支援センターへ
の入所による就労等の支援や，アパートへの移行支援等がなされ，ホームレスの数は大幅に減少
してきた。一方で，自立支援センターを通じても就労や生活保護にアクセスできない人々の存在
や，支援を受けても路上生活へ戻ってしまう人々の存在もある。この点を鑑みると，路上生活経
験は，自らを一般的な地域社会から遠ざけていくような排除のプロセスを生んでいる場合も少な
くないと見ることもできる。このことから， 2002年のホームレス自立支援法のような就労重視
のアクティベーション政策の限界は明らかである。そこで， 2015年の生活困窮者自立支援法で
は，自立=一般的雇用労働への復帰への中間ステップとして「中間的就労」というものが位置づ
(7) ①「碁本ニーズ」に関する社会的排除指標(金銭的な理由によって食糧・衣類・医療・医療(歯科)
の4つの財やサービスを購入できない。)，②「娯楽・情報・アメニティ」に関する物質的剥奪(テレビ，
定期購読の新聞，自分周のスーツ，冷暖房器具の所有の有無。文化的な生活の享受の程度を計測する。)，
③「通信・移動手段」に関する物質的剥奪(電話，パソコン，インターネットの接続，自動車・バイク・
原付に関する情報。行動範囲の程度を計測。)，④社会関係の欠如(人とのコミュニケーションの有無，
交友，親戚とのつながり。)，⑤制度からの排除(公的雇用保険，公的医療保険，公的年金の加入有無。)，
⑤適切な住環境の欠如(住居がなく寝泊りのためにインターネット・カフムマンガ喫茶，個室ビデオ
庖などをオールナイトで利用している。)，⑦主観的な貧困(家計の状況。主観的な生活水準と貯蓄がで
きているか否か。生活のゆとりに関する評価。〉
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けられた。しかしながら，現状としては「中間的就労」に取り組む事業者は少なく(三菱UFJ
リサーチ&コンサルティング2014)，また，就労支援マニュアルに従った画一的なものとなりが
ちで，他者との協働による自尊感情の回復につながりづらい(福原2015)ことが問題点として
挙げられている。さらに，我が国のホームレスは中高年層が大半であることを考えると，加齢に
よる就業意欲を失うことは必然的である。加えて，中高年齢者のホームレスは，健康状態を含め，
若年層よりも複雑な困難を抱える傾向にある cv.Stergiopoulos and N. Herrmann 2003)。し
たがって，中高年ホームレスあるいは中高年ホームレス経験者でも働きやすいような職場とはい
かなるものか，という点が今後の課題となろう。
また，文献サーベイからは，ワーキングプアやホームレスといった社会的排除に陥る要因には，
第一に経済・産業構造の転換，第二に雇用期間の短い不安定な就業をしていること，第三に企業
内教育・訓練を受けていないこと等が推定されていることがわかった。しかしこれらの研究は，
派遣労働者一般に対して行われたものであり，ホームレスもしくはホームレス経験者に限定して
調査されたものではない。特に第三の点である企業内教育・訓練の有無がホームレス状態に陥る
要因となっているか否かは，明らかにされていない。
3 アンケー卜調査
3.1 概要とデータの説明
前述のような先行研究の課題に基づき，本論文では，中高年ホームレス経験者の，以前の職場
における企業内教育・訓練の有無と，ホームレス状態に陥る関係を調査した。仮説として，久米
らの研究で指摘されるとおり，不安定な職につきがちなホームレス経験者の場合，人的資本蓄積
が少なく，それが失業・転職の際の困難を引き起こし，ホームレス経験をもっ要因になっている
と想定した。ホームレス「経験者」としたのは，既に指摘されているようにホームレスの定義が
難しく，また，一定程度のデータ量を収集することも難しいと判断したためである(園部1996
など)。そこで，ホームレスおよびホームレス経験者の自立支援を行っている l団体および 1支
援者に協力要請をし，約40名分のホームレス経験者のデータを収集することとした。調査協力
を依頼した団体・支援者および調査対象となった人々の概要は，以下の通りである。
(1) NPO法人さんきゅうハウス
特定非営利活動法人 (NPO法人)さんきゅうハウスは， [""三多摩野宿者人権ネットワーク」を
前身とする団体である。これは，三多摩地域において 2000年頃から，ホームレスの人々のため
の夜間パトロールや炊き出し・衣類・入浴券の配布等を開始していた団体である。 2010年から
は，独立行政法人福祉医療機構の助成を得ながら，ホームレスの人々に対する無料の入浴サービ
スも行われるようになった。 2011年7月に NPO法人を取得し，現在の名称となった。 20日年2
月より，立川市に構えた同名の事業所において支援活動を継続することになった。
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さんきゅうハウスの現在の事業・活動内容は以下のようである。一つ目に，前身組織である
「三多摩野宿者人権ネットワーク」時代から行ってきた，ホームレスの人々のための炊き出し，
食事会といった無料の食事の提供である。これに閲辿し，二つ目に，フードパンクの機能も内包
している。すなわち，無料の食事として提供する食料の他に，保存のきく食料(調味料や米，菓
子類を含む)を保管し，必要な時に必要な人へ提供できるようにしている。三つ目に，無料の入
浴サービスであり，事業所内の風呂場を無料で貸している。四つ目に，住まいの提供である。事
業所の二階と三階がアパートのようになっており，ホームレスの人々のうち希望する者は入居す
ることが可能になっている(現在は 6室が満室)。そしτ最後に，地域交流があるO 事業所一階
の通りに面した部分をカフェとして改装し，週二日程度開広している。また，不定期ではあるが
カルチャ一教室のようなものも開催している O いずれも，地域の人々と支援を受けている人々と
の交流の場となっている。
我が国の主要なホームレス支援団体が 1990年代前後に誕生してきたことを鑑みれば，さんきゅ
うハウスは先駆的団体とは言えなL、。しかし，前述の事業内容の五つ目に挙げた機能，すなわち，
地域との交流を志向する聞かれた組識である点で特徴的である。また，カルチャー教室の延長で
近年開始した活動として，アルコール依存症や刑余者等の就労困難を抱える人々が，主体者とし
て自身の経験や知識を，地域住民と共有する機会を設けている。このような活動は，当事者の自
己効用感を高める効巣も期待される。
(2) 戸山相談所の元利用者 (NPO法人ホームレス資料センター・安江氏の紹介〉
東京都は， 2004~2009 年度にかけて，ホームレス状態にある人々の生活の建て直しを目的と
し， Iホームレス(公闇等生活者)地域生活移行支援事業Jを実施した。これは，①生活支援
(生活や健康に関する相談を受ける)，②就労支援， (言住宅支援の 3つを総合的に実施することで，
路上生活からの脱却および自立した生活を送れるよう支媛するものであった。この事業には， 3 
つの支援方法合計で 12のホームレス支援団体等が携わり，約 2，000人の路上生活者が事業を利
用し，約1，600人が一般住宅で地域生活を送ることとなった。事業終了時には，約24%が「自立j，
約57%が「生活保護j，約 14%が「失綜j，約4%が「辞退等」となっていたヘ支援事業者となっ
た団体らは，事業終了後にも食事会を開催する等して，支援を継続していた。
今回アンケート調査の対象となったのは，上記の事業を利用した人々のうち， 2004年9月~
2007年 10月にかけて戸山公園で実施された支援事業で，特に NPO法人新宿ホームレス支援機
構を中心に支援を受けた人々である(1人を除く)。すなわち，就労している者も含んで入るが，
大半は，現在，生活保護を受けながら一般住宅に暮らしている者が大半を占める。
(8 ) ハウジング・ファースト研究会 (2013)r東京都ホームレス地域生活移行支援事業2004-2009-自
立支援と統合したハウジング・ファースト・アプローチに着目した分析一一Jlp. 290 
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3.2 分析結果
本節では，アンケート調査から得たデータを用いて分析を行う。使用するデータは，ホームレ
ス経験者についてはさんきゅうハウスと安江氏の協力によって得られた個票データと，インター
ネット調査会社を使用して得られた個票データである。さんきゅうハウスと安江氏側から，調査
協力者は 60歳以上の男性がほとんどであるということをあらかじめ聞いていたため，インター
ネット調査は 60歳以上の男性に対象を限定して行った(九
なお，さんきゅうハウスと安江氏から得られたアンケート調査は 38 人分で~り，インターネッ
ト調査で収集したデータは 209人分である。欠損値処理を行った結果，本分析で使用するのは，
そのうち 231人分となった(10)。
本研究では，どういった者がホームレス状態に陥りやすいかを分析するため，被説明変数には
ホームレス経験者である場合に 1を，そうでない場合にOをとるダミー変数を使用する。推定手
法には，プロピットモデルを用いた。説明変数には，学歴ダミーとして中卒者を基準とした高卒
ダミー，短大・高専・専門学校ダミー，大卒以上ダミーを使用する。初職とホームレスになる確
率の関係を分析するために，日雇い・パート・アルバイトを基準にした，非正規・契約社員ダミー
と正社員ダミーを用いた。また，現職または前職における職業訓練の機会の影響を分析するため
に，教育訓練を受ける機会と職業能力の向上機会についての変数も使用する。教育訓練を受ける
機会と職業能力向上機会は， 1から 4の数値で表される。調査対象者が教育訓練または職業能力
向上の機会が少ないと感じれば lが，機会が多いと感じれば4が選ばれる。各変数についての記
述統計量は表 lに示されている。
次に，分析結果についてみてL、く。推計結果は表2に示されている。まず，全ての説明変数を
使用したモデル lについて考察を行う。中卒を基準にした高卒ダミー，短大・高専・専門学校ダ
ミー，大卒以上ダミーは負で有意である。これは，中卒に比べて，教育年数が長くなるとホーム
レス経験者になる確率が低くなることを示している。しかし，それ以外の変数は有意ではない。
教育訓績を受ける機会と職業能力の向上機会は非常に似た変数であるため，多重共線性を起こし
ている可能性がある。そのため，モデル2とモデル3では，どちらか一方の変数を採用した推計
を行った。しかし，モデルlと同様に学歴ダミーのみ有意であった。モデル4では，学歴と初職
(9) インターネット調査とさんきゅうハウスおよび安江氏によって収集された調査の個票データを結合し
たデータセットが母集団を代表していない可能性がある。しかし，そもそもホームレス経験者は住所を
持つてない者も多く，調査会社等を利用しでも彼らのデータを得られるわけではない。ホームレスや就
労困難者に関する個票データの蓄積がなされていないことも，この分野において実証分析が進んでいな
い理由のひとつである。 D.Wood et al. (1990)は，サンプルを母集団からの抽出という形ではなく，
特定のシェルターにたずねてインタビ.ューを行う形式をとっている。また，そこで述べられているよう
に，ホームレスの者では回答拒否の者も多い。J.Phelan and B. G. Link (1999)にいたっては，深夜
に道で遭遇したホームレスをサンプルにしている。
(10) なお，本研究は労働環境や教育訓練機会等に注目しているので，初職が自営業の者はサンプルから除
いている。
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変数
ホームレス経験者ダミー
中卒ダミー(基準)
高卒ダミー
短大・高専・専門学校ダミー
大卒以上ダミー
「明大商学論叢」第98巻第3・4号
表 1 記述統計量
サンプルサイズ 平均
231 0.1472 
231 0.0909 
231 0.3030 
231 0.0693 
231 0.5368 
標準偏差 最小値
0.3551 。
0.2881 。
0.4606 。
0.2545 。
0.4997 。
日雇い・パート・アルバイトダミー(基準) 231 0.0476 0.2134 。
非正規・契約社員ダミー 231 0.0909 0.2881 。
正社員ダミー 231 0.8398 0.3676 。
教育訓練を受ける機会 221 2.2670 1.0252 l 
職業能力の向上機会 225 2.4756 1.0047 
表2 推計結果
モデル l モデル2 モデル3 モデル4 モデル5
高卒ダミー -2.3921*** -2.2307車川 -2.3941場事* -2.1390場料
(0.4339) (0.4010) (0.4287) (0.3931) (一)
短大・高専・専門学校ダミー -2.0334水市梅 -1.8742村* -1.8922判事 -1.7993件*
(0.5632) (0.5172) (0.5322) (0.4809) (一〕
大卒以上ダミー -3.3309*喉* -3.1787*** -3.3190常常ホ -3.1468ホホ*
(0必 10) (0.4411) (0.4578) (0.4513) (ー〕
非正規・契約社員ダミー -0.0229 0.0411 -0.2575 -0.2759 -0.8513ホ
(0.5991) (0.5976) (0.5850) (0.5709) (0.5023) 
正社員ダミー -0.3961 -0.2428 -0.6234 -0.5234 -0.9380*市
(0.3943) (0.3856) (0.3957) (0.3561) (0.3914) 
教育訓練を受ける機会 -0.1163 0.0357 -0.0469 
(0.1907) (0.1398) (一〉 (一) (0.1124) 
職業能力の向上機会 0.2882 0.2202 
(0.2157) (ー ) (0.1549) (一) 〔ー )
定数項 1.0450噌栴 1.1796様車 1.1597市機 1.4981事ホホ -0.1194 
(0.4639) (0.4868) (0.4584) (0.4377) (0.4232) 
Pseudo R2 0.4570 0.4419 0.4552 0.4232 0.0345 
サンプルサイズ 218 219 223 231 221 
1) 判*は 1%有意*.は5%有意*は 10%有意をそれぞれ表す。
2) カッコ内はロパストな標準誤差である。
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最大値!
l 
l 
l 
l 
l 
1 
4 
4 
モデル6
(-) 
(ー )
(ー〉
-0.9985*噂
(0.4831) 
-1.0698判権
(0.3819) 
(一)
-0.0044 
(0.1177) 
-0.0888 
(0.4057) 
0.0453 
225 
のみを説明変数に含んだ推計を行った。非正規・契約社員ダミーと正社員ダミーの係数は負であ
る。これは，初職がパート・アルバイト・日雇いであった者に比べて，非正規・契約社員や正社
員のほうが将来ホームレス状態に陥る確率が減少することを示唆する結果である。しかし，有意
な結果が得られなかった。日本の労働市場は新卒一括制度が広く普及しているため，学歴と初職
の関係は深いと考える。つまり，教育年数が短いことと，初職が不安定な職であることは容易に
推察できる。そのため，モデル5とモデル6では，学歴ダミーを含めず，初職と職業訓親機会に
関する説明変数のみで分析を行った。その結果，モデル5では非正規・契約社員ダミーが有意水
準 10%で負で有意，正社員ダミーは有意水準 5%で負で有意となった。モデル6では前者が有意
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水準5%で負で有意，後者は有意水準1%で負で有意な結果を示している。つまり，初職が不安
定な形態であれば，将来，ホームレスになる確率が上昇することがわかる。一方，教育訓練機会
と職業能力向上機会はどちらのモデルでも有意にはなっていない。
仮説として，ホームレス経験者は企業内での人的資本蓄積が少なく，企業内でも解雇されやす
い立場だとしていた。そして，前職での人的資本の蓄積がなされていないため，再就職を目指し
ても採用されないという，負の連鎖を想定していた。しかし，この結果を見る限弘前職での企
業内訓練の差は将来におけるホームレス経験者になる確率に有意な影響を及ぼしていなL、。つま
り，ホームレス経験者は企業内で人的資本蓄積が阻害されるような立場にいなかったことが推察
される(11)。
4 おわりに
本論文の貢献は，これまで調査されることの少なかったホームレス経験と企業内教育・訓練の
関連を調査した点にある。従来我が国のホームレス問題が， r寄せ場」に代表される日雇労働市
場と建設産業の変化という構造的要因に起因するとのプロトタイプ的な説明の仕方が存在してい
た。本論文は，具体的な職場環境や労働環境の要因としてのインパクトの検討に着手した点で，
オリジナリティをもつものである。また，これまでの研究は，アンケート調査を行っても，ホー
ムレス経験者等，排除された人々のみを対象としていたものが多かった。その他の人と違う属性
を持った者がホームレスあるいは社会的排除に陥りやすいかどうかを，計量的に分析したものが
少なかった。それに対して，本研究ではインターネット調査を利用し，ホームレス経験者以外の
データも収集し，他の属性の人々との差を相対的にみることができ忍ように留意した。
反対に，本調査の限界は，企業の教育訓練等の有無のみに焦点を当てていた点にある。実際に
は，職種や雇用形態により訓練を受ける機会は変わることも考えうる。初職や最長職ごとの状況
を考慮した分析結果等については，今後追加のヒアリング調査を実施する際の研究課題としたL、。
参考文献
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